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ワ 自らもしくは第三者を利用して、会社
に対し暴力的行為、詐術若しくは脅迫的
言辞を用い、会社の名誉を毀損し、又は、
会社の業務を妨害し、若しくは妨害する
おそれのある行為を行った者
カ その他会社に著しい損害を与える等、
契約の相手方とすることが不適当と認め
られる者

三 前号の規定に該当する者を入札又は見積
りの代理人として使用する者。

 競争に参加するために必要な証明書類等
（以下「証明書等」という。）の提出期限まで
に以下の書類を提出し、一般競争入札参加資
格の確認を受けた者であること。
 商業登記簿謄本の写し
 直近の財務諸表類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び注記表）
 納税証明書の写し（書式その３・その３
の２・その３の３のうち、いずれか一枚）
 会社の経歴を記載した書類（会社更生法
（平成14年法律第154号）に基づき更生手
続開始の申立てがなされている者又は民事
再生法（平成11年法律第225号）に基づき
再生手続開始の申立てがなされている者に
ついては、手続開始の決定後、当該支社等
の長が別に定める手続に基づく一般競争入
札参加資格の再確認を受けていること。）

 過去に同種機械の納入実績もしくは製造実
績のいずれかがあること。なお製造実績は同
種機械の主体的部分の製造実績とする。
 納入場所において、当該機械の運転及び取
扱について十分な知識を有する技術者による
技術指導が出来ることを証明した者であるこ
と。
 迅速なアフターサービス体制が整備されて
いることを証明した者であること。
 メンテナンス部品供給体制が整備されてい
ることを証明した者であること。
 説明書等の提出期限から開札の日までの期
間に資格登録の停止又は取引停止を受けてい
る期間中でないこと。

３ 入札手続等
 契約条項を示す場所、入札説明書等の交付
場所及び問い合わせ先 〒4600003 愛知県
名古屋市中区錦２丁目18番地19号 三井住友
銀行名古屋ビル12階 中日本高速道路株式会
社 名古屋支社 総務企画部 契約チーム
電話0522221448
 入札説明書等の交付方法
 交付期間 平成28年４月11日（月）から
平成28年６月１日（水）までの土曜、日曜
及び祝日を除く毎日午前10時00分から午後
４時00分までとする。
 交付方法 入札情報公開システム（当社
ホームページに掲載）にデータをアップ
ロードして交付する。また、入札公告及び
設計図書等は、訂正・取消をする場合があ
り、訂正・取消を行ったときは、入札情報
公開システムにて掲載する。
（ＵＲＬ:https://www.c-nexco.co.jp/
corporate/contract/auction-info/）

 競争参加資格確認申請書及び証明書等（以
下「申請書等」という。）の提出期間、場所及
び方法
 提出期間 平成28年４月11日（月）から
平成28年６月１日（水）までの土曜、日曜
及び祝日を除く毎日午前10時00分から午後
４時00分までとする。
 提出場所 上記に同じ。
 提出方法 持参又は郵送（書留郵便に限
る｡なお電送は受け付けない。）

 入札書の提出期限、場所及び方法等
 提出期限 平成28年７月８日（金）午後
４時00分まで。
 提出場所 上記に同じ。
 提出方法 持参又は郵送（書留郵便に限
る｡なお電送は受け付けない。）

 開札（入札執行）の日時及び場所
 日時 平成28年７月11日（月）午後４時
30分
 場所 中日本高速道路株式会社 名古屋
支社８階入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除。

 入札者に要求される事項 入札者は、開札
日の前日までの間において、契約責任者から
申請書等に関し説明を求められた場合は、そ
れに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
を有しない者がした入札及び入札に関する条
件に違反した入札は無効とする。また、入札
時に単価表の提出のない者の行った入札は無
効とする。なお入札における単価表の提出は
第１回入札のみとする。
 契約書の作成の要否 要。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、交付図書の入札説明書に
よる。

５ Summary

 Official in charge of the contract of the

procuring entity : Kiyohisa Kondo, Director

General of Nagoya Branch, Central Nippon

Expressway Company Limited

 Classification of the products to be pro‑

cured : 17

 Nature and quantity of the products to be

purchased : 7 Trucks With wet salt sp‑

reader

 Delivery period : within 180 days from

the next day of the contract

 Delivery places : Tajimi Maintenance

and Customer Service Center of Central

Nippon Expressway Company Limited and

4 other places

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the open tender are those

who shall

 Not come under Article 11 of the Cen‑

tral Nippon Expressway Companys re‑

gulation concerning the contract pro‑

cedures

 Have been qualified through the ex‑

amination of the documents submitted.

Submit following documents till 16 : 00

1 June 2016 (by registered mail till

16 : 00 1 June 2016)

・Copy of the commercial register
・The latest financial statements
・Copy of certificate of tax payment
・Document describing the company ca‑
reer

 Have proved experience of delivery or

manufacture of such the purchases or

same types of machinery

 Have proven to have prepared system

to provide rapid after‑sales service and

maintenance for the purchases

 Have proven to have an operation and

technical guidance instructor of the pro‑

cured product.

 Have not received suspension of re‑

gistered contractor status or trader after

the acceptance of application form for

this tender.

 Time‑limit for tender : 16 : 00 8 July

2016 (Tenders submitted by registered

mail : 16 : 00 8 July 2016)

 Contact point for the notice : Contract

Team, General Affairs and Corporate St‑

rategy Department, Nagoya Branch, Cen‑

tral Nippon Expressway Company Limited,

21819 Nishiki, Naka‑ku, Nagoya, 460
0003, Japan. TEL 0522221448

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 28 年４月 11 日
国立大学法人東北大学理事 佃 良彦

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 04
〇第４号
１ 調達内容
 品目分類番号 53
 購入等件名及び数量
（青葉山）東北大学アカデミックサイエン
スコモンズ新営に伴う書籍移設等業務 一式
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期間 平成28年６月28日から平成29年
３月31日
 履行場所 東北大学農学部・農学研究科
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の８パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の108分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。


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